
補助金を活用した
国内No.1EV充電サービス「Terra Charge」
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Terra Chargeについて

EV充電インフラ事業（2022年4月～）会社名 Terra Charge株式会社

設立 2010年4月

資本金 34.5億円（資本準備金含む）

代表者 代表取締役社長 徳重徹

本社所在 東京都港区芝浦1-1-1浜松町ビルディング12F

事業内容 EV充電インフラ事業

従業員数 220名

海外拠点 インド / タイ



①完全無料(初期費用/工事費/保守費の全て無料)

②全方位営業展開/導入実績でナンバーワン

③補助金採択率93%/予備申請分の獲得シェア約70％

Terra Chargeが評価される理由
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EVユーザーの利便性と今後について

ユーザー価値＝自宅でも、出掛け先でも、
どこでも同じサービスが使えるという利便性はシェアトップでないと実現できない

電子決済市場 未来のEV充電市場
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直近実績
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導入・提携実績

集合住宅・オフィス・コインパーキング 宿泊施設

ゴルフ場 商業施設等 自治体・道の駅
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補助金制度におけるルール変更

先着 入札
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圧倒的な補助金採択率

導入実績増加で全国で工事発注数の増加

全国工事会社600社とのネットワーク(中間業者を入れない)により工事費用の大幅な圧縮

予備申請分補助金採択率 93％ 獲得シェア 約70％
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70％93％



EV化の動向

世界ではEV化が急速に進んでいるが、日本は大きく後れをとっている

世界の流れ

（出所）マークラインズ,23年5月時点
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主要国と比較しても、インフラの不足は明確

充電インフラの普及状況(対人口比)

充電器数 出所： （日本）ZENRIN調べ、、（欧州）欧州代替燃料観測機関（EAFO）、２０年末
（中国）国際エネルギー機関、１９年末、（米国）米エネルギー省
各国の人口は世界銀行、１９年末

諸外国と比べ、日本のEV充電器の設置基数は非常に少ない状況
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日本におけるEVを取り巻く環境変化

①トヨタの変化

②日産、三菱の軽自動車EV、好調

③東京都のマンションEV充電義務化
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トヨタの変化

【2023年5月11日日経新聞】
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軽EVの躍進
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都内マンションでのEV充電インフラがマストに

日経新聞 22/10/06
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①完全無料(初期費用/工事費/保守費の全て無料)

②全方位営業展開/導入実績でナンバーワン

③補助金採択率93%/予備申請分の獲得シェア約70％

Terra Chargeが評価される理由
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参考：EV充電 設置の費用内訳

1基設置で110万円程度 補助金70万程度
40万円が施設オーナー様の自己負担をすることが一般的

電気工事
90万

充電器
20万

補助金70万

例:1基設置 110万

自己負担40万
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EV充電 Terra Chargeサービス概要

①EV充電設備（日本製）

6kW普通充電器

②EVユーザー様向け無料アプリ

③補助金申請代行 ④電気工事

EV充電器ハードから専用アプリ（充電管理・決済対応）
煩雑な補助金申請から電気工事まで一気通貫で提供
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サービスイメージ

マンションEVユーザー様 管理組合様

利⽤状況の管理

Bluetooth接続

充電予約･利⽤･決済
⾞載充電ケーブルを使⽤

充電料⾦

1時間あたり

200円※

1

機器無償設置

※3kwの場合

2

充電サービス提供
充電料⾦は1時間あたり200円 充電実績に応じて１年毎に返⾦

3

電気代返⾦
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サービスイメージ（特例措置）

マンションEVユーザーさま 管理組合様

利⽤状況の管理

Bluetooth接続

充電予約･利⽤･決済
⾞載充電ケーブルを使⽤

充電料⾦

1時間あたり

200円※

1

機器無償設置
充電料⾦は1時間あたり200円※3kwの

場合

2

充電サービス提供

電力会社

テラチャージが電気契約を行うことで、オーナー様の電気基本料金の負担をゼロに

電気料金の支払い

３

※本スキームの適応条件
・10基以上の場合
・同時稼働数は25％
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テラチャージの収益モデル 例

オーナー様へ
還元
120円

テラ収益
80円

オーナー様へ
還元
125円

テラ収益
275円

充電料金200円/1h 充電料金400円/1h

6kW
普通充電器

3kW
EVコンセント
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なぜ今EV充電インフラなのか？

経産省充電インフラ補助金の予算推移
予算360億円

約2ヶ月で

予算消化し即終了
※4月～6月まで受付

期限9日前に 予算175億円
予算消化し

早期受付終了
期限内に ※4月～9月まで受付

予算消化しきれず
締切2ヶ月延長

※4月～11月まで受付 予算65億円

予算10億円

目的地
80億

基礎
80億

急速
200億

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度（次の申請）

日本は、EV普及を推し進めるために
充電インフラ補助金予算は大幅増額している（23年度比較約2倍）
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24年の補助金スケジュール予測

24年度の補助金について約2倍の予算だが、23年度以上に早期終了が予想される

23年6月 日刊自動車新聞
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EV充電事業組織拡大
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大型資金調達
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超急速充電器（150kw）東京都へ1000基無料設置の新プラン
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EVユーザーの利便性と今後について

ユーザー価値＝自宅でも、出掛け先でも、
どこでも同じサービスが使えるという利便性はシェアトップでないと実現できない

電子決済市場 未来のEV充電市場
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新産業で、世界で勝つ

Terra Groupは、日本が世界に誇る技術分野で、世界で勝負すること、
高いハードルを乗り越えリスクに挑戦することが当たり前の日本社会をつくる事に貢献していきます


